定額補助を希望する事業者の皆様へ
１．補助対象事業者の要件について 
　　定額補助の対象となるのは、「特定被災事業者」に該当する場合となります。
「特定被災事業者」とは、以下の全ての要件を満たす事業者をいいます。
　　（１）過去数年以内に発生した災害（※１）で被害を受けた、以下のいずれかに該当する事業者
①事業用資産への被災が証明できる事業者（直接被害、間接被害）
②災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援を活用した事業者
　　（２）過去数年以内に発生した災害以降、売上高が２０％以上減少（※２）している復興途上にある事業者
　  　　（※２）「過去数年以内に発生した災害」前１年以内の連続する３ヶ月と「令和３年８月豪雨」前の応答する３ヶ月の売上高との比較
　　（３）交付申請時において、過去数年以内に発生した災害からの復旧・復興に向けた事業活動に要した債務を抱えており知事が認めた事業者
　　（４）令和３年８月豪雨により、施設・設備が被災し、その復旧または復興を行おうとする事業者
　　（５）令和３年８月豪雨により、施設または設備が被災した被害額に対して、付保割合が30％以上の災害保険・共済等に加入していた事業者。ただし、小規模事企業者にあっては、この限りではない。
２．定額補助の上限額について
　　補助上限額３億円の内、１億円まで定額補助（補助率１０/ １０）となり、１億円を超える分については補助率３／４（あるいは１／２）以内となります。
３．補助事業実施にかかる留意事項について
定額補助を希望する事業者の方は、共通の交付申請手続きに加えて、「１．補助対象事業者の要件ついて」の要件を満たすことを確認するための書類として、別紙『チェックリスト（交付申請用）「定額補助」』に記載された書類のご提出が必要です。
別紙「定額補助　要件確認様式」の記入方法の詳細につきましては、「佐賀型商工業者再建補助金 定額補助 交付申請マニュアル」をご覧ください。

その他の申請にかかる手続きや要件については、全ての申請者で共通ですので、「補助事業実施の手引き」、「交付申請書作成マニュアル」、「実績報告書作成マニュアル」をご確認ください。
（※１）過去５年以内において佐賀県内で災害救助法が適用された災害は、


令和元年佐賀豪雨または令和２年７月豪雨です。


　　（この他の災害救助法適用災害で該当される場合、個別に県へお問い合わせください。）
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